「日の君」強制反対闘争　と　東京都個人情報保護条例　　　　　　　　　　2008/1/17
                                                                       　   　田辺 州雄
Ⅰ、「不起立」教員氏名の収集を不可 とする 神奈川県 個人情報保護審査(審議)会 答申の意義
　

神奈川県の県立高校で「君が代」斉唱時に「不起立」であった教職員名と指導内容が校長から県教委に報告されている問題で、県個人情報保護審査会（会長：矢口俊昭神奈川大学教授）は、2007年10月24日、同県教委に対し、「外部的行為（不起立）と内心（思想信条）は切り離せないもの」として「集めた個人情報（「不起立」教職員氏名等）の利用停止（消去）を行わない、とした同県教委の決定を取り消すべきだ」との答申を行った。　
今回の答申は、「君が代」斉唱時の「不起立」を思想信条の問題として真正面から受け止め、「（不起立という）外部的行為を収集しても（内心の）思想信条の収集にならない。また、不起立の理由（内心）を聞いていないから思想信条の侵害にならない」とかいった同県教委の詭弁を明確に否定したものといえる。
　神奈川県個人情報保護条例第6条は、「思想信条および宗教に関する個人情報を取り扱ってはならない」としているが、同県教委は、「集めた個人情報は、不起立であった外部的行為を記録したものであり第6条に該当しない」と決定し、2006年9月に教職員から出されていた利用停止請求を退けていた。この決定に対し、教職員17名が同条例や憲法19条に抵触するとして県個人情報保護審査会に異議申し立てを行っていた。
「不起立」教職員氏名の収集不可 という審査会答申を受けた同県教委は、この（不起立等の）個人情報は教員への服務指導上必要だとして第6条の但し書きを根拠に情報収集の「特例」を認めるよう県個人情報保護審議会（会長：兼子仁東京都立大学名誉教授）に諮問した。
2007年11月8日の第一回審議会の場では、ある審議委員から、「平成17(2005)年に、当審議会は（不起立の）氏名調査が行われていないことを（県教委に）確認した上で『人数調査』は認めた。そして『付言』として今後の情報収集にあたっては条例に違反することがないように求めたにも拘わらず、教委は氏名調査をしていたのか」との詰問が県教委に対し為されたそうだ。
2008年1月17日、同審議会は、「違憲の疑いもある問題であり、県教委の諮問内容を適当とする答申を行うことは為し難い」として（同県）審査会と同様の結論を出した。
　
「日の君」強制反対闘争に個人情報保護条例を使った神奈川県教職員のこの「戦術」は、同様の条例を持つ東京都に於いても有効と思われる。東京の場合、「10.23通達」の「職務命令」違反として「不起立」（外部的行為）の報告が都教委にされている。しかし、その「不起立」が思想信条の個人情報と認定されれば、「職務命令違反の報告」どころか「個人情報保護上、取り扱ってはならない」事項となる。そして、結果的に、校長が教員の「不起立」を把握しても、同保護条例によりその個人情報が都教委に報告されなければ都教委は個人を特定できず「処分」できないことになる。
      都教委職員をはじめ検察官・裁判官等の「役人」は、統治権力側の衣をまとった人間として元来、憲法の理念や法の正義に反しても権力者の意向を受けた「政治的判断」をしがちなものであるが、「個人情報の適正な保護を実施機関に義務づける」ための監視機構としての「個人情報保護審査(審議)会」の委員は、たとえそれが「知事の任命」に依るものとはいえ法学者や弁護士等の「学識経験者」としてのプライドから、その審査(審議)において法の趣旨と学識を生かした「まともな判断」が下される可能性が全く無くは無いことを上述の「神奈川の例」は示しているように思われる。
Ⅱ、東京都個人情報保護条例（抜粋）　　　（※ 傍線・太字等の強調は引用者による）
○東京都個人情報の保護に関する条例　　平成二年一二月二一日　　条例第一一三号

第一章　総則

(目的)

第一条　この条例は、高度情報通信社会の進展にかんがみ、実施機関における個人情報の取扱いについての基本的事項を定め、保有個人情報の開示、訂正及び利用停止を請求する権利を明らかにするとともに、民間部門における個人情報の取扱いについての東京都(以下「都」という。)の役割を定め、もって都政の適正な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。

(平一六条例一五九・全改)

(定義)

第二条　この条例において「実施機関」とは、知事、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、監査委員、公安委員会、（等々、以下、実施機関名略）をいう。

2　この条例(次条第三項及び第八章を除く。)において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの(他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。)をいう。

3　この条例において「保有個人情報」とは、実施機関の職員(都が設立した地方独立行政法人の役員を含む。以下同じ。)が職務上作成し、又は取得した個人情報であって、当該実施機関の職員が組織的に利用するものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。ただし、公文書に記録されているものに限る。

(平一一条例六・平一一条例九七・平一六条例一五九・一部改正)

(実施機関等の責務)

第三条　実施機関は、この条例の目的を達成するため、個人情報の保護に関し必要な措置を講ずるとともに、個人情報がみだりに公にされることのないよう最大限の配慮をしなければならない。

(平一六条例一五九・一部改正)
第二章　実施機関における個人情報の収集及び届出　　(平一六条例一五九・改称)

(収集の制限)

第四条　実施機関は、個人情報を収集するときは、個人情報を取り扱う事務の目的を明確にし、当該事務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。

2　実施機関は、思想、信教及び信条に関する個人情報並びに社会的差別の原因となる個人情報については、収集してはならない。ただし、法令又は条例(以下「法令等」という。)に定めがある場合及び個人情報を取り扱う事務の目的を達成するために当該個人情報が必要かつ欠くことができない場合は、この限りでない。

3　実施機関は、個人情報を収集するときは、本人からこれを収集しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

一　本人の同意があるとき。

二　法令等に定めがあるとき。（等々、以下第七項まで略）
(平一二条例六・平一六条例一五九・一部改正)

(保有個人情報取扱事務の届出)
第五条　実施機関は、保有個人情報を取り扱う事務を開始しようとするときは、東京都規則で定めるところにより、次に掲げる事項を知事に届け出なければならない。届け出た事項を変更しようとするときは、変更する事項についても同様とする。

一　保有個人情報を取り扱う事務の名称

二　保有個人情報を取り扱う組織の名称（等々、以下第六項まで略）
3　実施機関は、第一項の規定による届出に係る保有個人情報を取り扱う事務を廃止したときは、東京都規則で定めるところにより、遅滞なくその旨を知事に届け出なければならない。

(平一一条例六・平一六条例一五九・一部改正)

(公表及び閲覧)
第六条　知事は、前条第一項又は第三項の規定による届出に係る事項について目録を作成して、公表し、かつ、一般の閲覧に供しなければならない。

(平一六条例一五九・一部改正)
第三章　実施機関における個人情報の管理　　(平一六条例一五九・改称)

(適正管理)

第七条　実施機関は、保有個人情報を取り扱う事務の目的を達成するため、保有個人情報を正確かつ最新の状態に保つよう努めなければならない。

3　実施機関は、保有の必要がなくなった保有個人情報については、速やかに消去し、又はこれを記録した公文書を廃棄しなければならない。ただし、歴史的資料として保有されるものについては、この限りでない。

(平一一条例六・平一六条例一五九・一部改正)

(利用及び提供の制限)
第十条　実施機関は、保有個人情報を取り扱う事務の目的を超えた保有個人情報の当該実施機関内における利用及び当該実施機関以外のものへの提供(以下「目的外利用・提供」という。)をしてはならない。

2　前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合は、目的外利用・提供をすることができる。

一　本人の同意があるとき。

二　法令等に定めがあるとき。（等々、以下第六項まで略）
3　実施機関は、目的外利用・提供をするときは、本人及び第三者の権利利益を不当に侵害することがないようにしなければならない。

(平一六条例一五九・一部改正)

(開示を請求できる者)　第十二条　

(開示請求方法)　第十三条　

(開示請求に対する決定)　第十四条　
実施機関は、開示請求があった日から十四日以内に、開示請求者に対して、開示請求に係る保有個人情報の全部若しくは一部を開示する旨の決定(以下「開示決定」という。)又は開示しない旨の決定(第十七条の三の規定により開示請求を拒否するとき及び開示請求に係る保有個人情報を保有していないときを含む。)をしなければならない。

(開示の方法)　第十五条　

(保有個人情報の開示義務)　第十六条
(訂正を請求できる者)　第十八条　 
(訂正請求方法)　第十九条　 
(訂正義務)　第十九条の二　

(訂正請求に対する決定)　第二十条　
実施機関は、訂正請求があった日から三十日以内に、必要な調査を行い、訂正請求をした者(以下「訂正請求者」という。)に対して、訂正請求に係る保有個人情報を訂正する旨又は訂正しない旨の決定(以下「訂正決定等」という。)をしなければならない。ただし、第十九条第三項において準用する第十三条第三項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。

2　実施機関は、前項の規定による訂正する旨の決定(以下「訂正決定」という。)をしたときは、当該訂正請求に係る保有個人情報を訂正した上、訂正請求者に対し、遅滞なく書面によりその旨を通知しなければならない。（以下、第５項まで略） 
(平一一条例九七・平一六条例一五九・一部改正)

(訂正請求に係る事案の移送)　第二十一条　
実施機関は、訂正請求に係る保有個人情報が第十七条の四第三項の規定に基づく開示に係るものであるとき、その他他の実施機関において訂正決定等をすることにつき正当な理由があるときは、当該他の実施機関と協議の上、当該他の実施機関に対し、事案を移送することができる。この場合においては、移送をした実施機関は、訂正請求者に対し、事案を移送した旨を書面により通知しなければならない。

2　前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた実施機関において、当該訂正請求についての訂正決定等をしなければならない。この場合において、移送をした実施機関が移送前にした行為は、移送を受けた実施機関がしたものとみなす。

3　前項の場合において、移送を受けた実施機関が訂正決定をしたときは、移送をした実施機関は、当該訂正決定に基づき訂正の実施をしなければならない。

(平一六条例一五九・全改)
(利用停止を請求できる者)
第二十一条の三　何人も、開示決定を受けた自己を本人とする保有個人情報が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、実施機関に対し、当該各号に定める措置の請求(以下「利用停止請求」という。)をすることができる。

一　第四条第一項から第三項までの規定に違反して収集されたとき、又は第十条の規定に違反して利用されているとき　当該保有個人情報の利用の停止又は消去
二　第十条の規定に違反して提供されているとき　当該保有個人情報の提供の停止
2　第十二条第二項の規定は、利用停止請求について準用する。

(平一六条例一五九・追加)

(利用停止請求方法)

第二十一条の四　前条の規定に基づき利用停止請求をしようとする者は、実施機関に対して、次に掲げる事項を記載した利用停止請求書を提出しなければならない。

一　利用停止請求をしようとする者の氏名及び住所又は居所

二　利用停止請求をしようとする保有個人情報を特定するために必要な事項

三　利用停止請求の趣旨及び理由

四　前三号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項

(利用停止義務)　　
第二十一条の五　実施機関は、利用停止請求があった場合において、当該利用停止請求に理由があると認めるときは、当該実施機関における保有個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な限度で、当該利用停止請求に係る保有個人情報の利用の停止、消去又は提供の停止(以下「利用停止」という。)をしなければならない。ただし、当該保有個人情報の利用停止をすることにより、当該保有個人情報の利用目的に係る事務の性質上、当該事務の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められるときは、この限りでない。
(平一六条例一五九・追加)

(利用停止請求に対する決定)

第二十一条の六　実施機関は、利用停止請求があった日から三十日以内に、必要な調査を行い、利用停止請求をした者(以下「利用停止請求者」という。)に対して、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をする旨又は利用停止をしない旨の決定(以下「利用停止決定等」という。)をしなければならない。ただし、第二十一条の四第二項において準用する第十三条第三項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。

2　実施機関は、前項の規定による利用停止をする旨の決定をしたときは、当該利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をした上、利用停止請求者に対し、遅滞なく書面によりその旨を通知しなければならない。

3　実施機関は、第一項の規定による利用停止をしない旨の決定をしたときは、利用停止請求者に対し、遅滞なく書面によりその旨を通知しなければならない。

4　実施機関は、第一項の規定による利用停止をしない旨の決定をする場合は、前項の規定による通知書にその理由を付記しなければならない。

5　第十四条第三項及び第五項の規定は、利用停止決定等について準用する。

(平一六条例一五九・追加)

第六章　救済の手続
(苦情の処理)

第二十三条　実施機関は、実施機関の個人情報の取扱いに関する苦情について、迅速かつ適切に対応しなければならない。

(平一六条例一五九・一部改正)

(不服申立てがあった場合の手続)

第二十四条　実施機関がした開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等について、行政不服審査法(昭和三十七年法律第百六十号)の規定に基づく不服申立てがあった場合は、当該不服申立てに係る処分庁又は審査庁は、次に掲げる場合を除き、東京都個人情報保護審査会に諮問して、当該不服申立てについての決定又は裁決を行うものとする。

一　不服申立てが不適法であり、却下する場合

二　開示決定等(開示請求に係る保有個人情報の全部を開示する旨の決定を除く。以下この号及び第二十四条の四において同じ。)、訂正決定等(訂正請求の全部を容認して訂正する旨の決定を除く。)又は利用停止決定等(利用停止請求の全部を容認して利用停止をする旨の決定を除く。)を取り消し、又は変更し、当該不服申立てに係る保有個人情報の全部を開示する場合(当該開示決定等について第三者から反対意見書が提出されているときを除く。)、当該不服申立てに係る訂正請求の全部を容認して訂正する場合又は当該不服申立てに係る利用停止請求の全部を容認して利用停止をする場合

2　前項の処分庁又は審査庁は、東京都個人情報保護審査会に対し、速やかに諮問をするよう努めなければならない。

(平一一条例九七・平一六条例一五九・一部改正)
(東京都個人情報保護審査会)
第二十五条　第二十四条(第二十四条の二において準用する場合を含む。)に規定する諮問に応じて審議を行う機関として、東京都個人情報保護審査会(以下「審査会」という。)を置く。

2　審査会は、知事が任命する委員十二人以内をもって組織する。

3　委員の任期は二年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。

4　委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。

5　審査会は、第一項に規定する審議を通じて必要があると認めるときは、個人情報保護に関する事項について、実施機関に意見を述べることができる。

(平一一条例六・平一一条例九七・平一六条例一五九・一部改正)

(審査会の調査権限)
第二十五条の三　審査会(前条の規定により部会に審議させる場合にあっては、部会。以下同じ。)は、必要があると認めるときは、諮問庁に対し、不服申立てのあった開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等に係る保有個人情報が記録された公文書の提示を求めることができる。この場合においては、何人も、審査会に対し、その提示された公文書の開示を求めることができない。

2　諮問庁は、審査会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒んではならない。

3　審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁に対し、不服申立てのあった開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等に係る保有個人情報の内容を審査会の指定する方法により分類し、又は整理した資料を作成し、審査会に提出するよう求めることができる。

4　第一項及び前項に定めるもののほか、審査会は、不服申立てに係る事件に関し、不服申立人、参加人又は諮問庁(以下「不服申立人等」という。)に意見書又は資料の提出を求めること、適当と認める者にその知っている事実を陳述させることその他必要な調査をすることができる。

(平一一条例九七・追加、平一六条例一五九・一部改正)

(意見の陳述等)
第二十五条の四　審査会は、不服申立人等から申出があったときは、当該不服申立人等に、口頭で意見を述べる機会を与え、又は意見書若しくは資料の提出を認めることができる。

2　審査会は、不服申立人等から意見書又は資料が提出された場合、不服申立人等(当該意見書又は資料を提出したものを除く。)にその旨を通知するよう努めるものとする。

(平一一条例九七・追加)

(提出資料の閲覧等)

第二十五条の五　不服申立人及び参加人は、諮問庁に対し、第二十五条の三第三項及び第四項並びに前条第一項の規定により審査会に提出された意見書又は資料の閲覧又は複写を求めることができる。この場合において、諮問庁は、第三者の利益を害するおそれがあると認めるときその他正当な理由があるときでなければ、その閲覧又は複写を拒むことができない。

2　諮問庁は、前項の規定による閲覧又は複写について、その日時及び場所を指定することができる。

(平一一条例九七・追加)

(審議手続の非公開)

第二十五条の六　審査会の行う審議の手続は、公開しない。

(平一一条例九七・追加)
○東京都個人情報保護審査会規則　　平成三年三月二五日　規則第二四号
(委員)
第二条　審査会の委員は、地方自治及び個人情報の保護に関して学識経験のある者のうちから、知事が任命する。
(東京都情報公開・個人情報保護審議会)
第二十六条　情報公開条例第三十四条第一項に規定する東京都情報公開・個人情報保護審議会は、個人情報保護制度に関する重要な事項について、実施機関の諮問を受けて審議し、又は制度運営について実施機関に意見を述べることができる。

(平一一条例六・全改、平一六条例一五九・一部改正)
○東京都情報公開・個人情報保護審議会規則　　平成一一年一二月一日　規則第二三二号
(審議会の意見聴取等)
第一条の二　東京都個人情報の保護に関する条例(平成二年東京都条例第百十三号)第二十六条の規定により審議会が実施機関(同条例第二条第一項に規定する実施機関をいう。以下この条において同じ。)に意見を述べることができる場合は、次に掲げる場合とする。

一　実施機関が保有個人情報を取り扱う事務を開始する場合

二　実施機関(知事その他の執行機関に限る。次号において同じ。)が東京都個人情報の保護に関する条例第二十九条の四第二項の規定により事業者に対して勧告する場合

三　実施機関が個人情報の保護に関する法律(平成十五年法律第五十七号)第五十一条の規定により知事その他の執行機関が行うこととされた同法第三十四条の規定による勧告又は命令をする場合

四　前三号に掲げるもののほか、知事が別に定める場合

(平一六規則三三八・追加)

(委員)
第二条　審議会の委員は、情報公開及び個人情報の保護に関し広くかつ高い識見を有する者のうちから、知事が任命する。

(会議及び議事)
第四条　審議会は、会長が招集する。

2　審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。

3　審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

【参考】
○東京都個人情報の保護に関する条例の施行について　　平成3年3月26日　2情都個第26号
第1条関係(目的)
第1　趣旨

1　本条は、条例の目的を明らかにしたものであり、条例の解釈指針となるものである。各条項の解釈及び運用は、常に本条に照らして行われなければならない。

2　「基本的事項」とは、都の実施機関が保有する個人情報については、収集の制限、適正管理、目的外利用・提供の制限、開示・訂正・利用停止請求権など個人情報保護制度の根幹をなす具体的個別施策のことである。

3　「保有個人情報の開示、訂正、及び利用停止を請求する権利を明らかにする」とは、開示、訂正及び利用停止を請求する権利は、この条例により創設した権利であることから、その重要性にかんがみ、本条においてこれを明示したものである。

この条例により、何人も、都の実施機関が保有する自己の個人情報の開示、訂正及び利用停止を請求する権利が保障される。

4　「民間部門における個人情報の取扱いについての東京都の役割を定め」とは、事業者において個人情報の適正な取扱いが確保されるよう都が一定の役割を果たす責務を有することを明らかにしたものである。

5　「都政の適正な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護する」とは、本条例の定める個人情報保護の規定に基づき個人情報の適正な取扱いを確実に実行することにより、個人の権利利益の保護を的確に図っていくとの趣旨である。

第2　運用

1　個人情報保護制度の意義
個人情報保護制度は、実施機関に対し、個人情報の収集、保有個人情報の管理及び利用・提供の全般にわたり、その適正な取扱いを義務付けるほか、実施機関に個人情報が保有されている者からの請求に応じて、保有個人情報の開示、訂正及び利用停止を義務付けるとともに、民間における個人情報の取扱いについて都の役割を定めるところに意義がある。

2　個人情報保護の総合的な展開

この条例は、個人情報を実施機関が収集する場合、保有個人情報を外部へ提供する場合等の制限を規定し、保有個人情報の適正な管理を図ることにより、伝統的、消極的意味におけるプライバシーの権利を保護するとともに、さらに、自己を本人とする保有個人情報の開示、訂正及び利用停止を請求する権利を保障することにより、積極的に自己の個人情報に関与するいわゆる現代的、積極的意味におけるプライバシーの権利の保護を目指したものであり、これにより、個人の権利利益を守る個人情報保護の総合的な確立を図るものである。

【memo】
東京都個人情報保護審査会　委員名簿（平成19年10月1日現在）
	
	氏名
	職等

	1  会長
	西谷　剛
	國學院大學法科大學院教授

	2 会長代理
	瀬田　悌三郎
	元東京都副知事、東京都国民健康保険団体連合会理事長

	3   委員
	浅田　登美子
	弁護士

	4   委員
	小幡　純子
	上智大学大学院法学研究科教授

	5   委員
	鴨木　房子
	(社)全国消費生活相談員協会、消費者情報研究所副所長

	6   委員
	神橋　一彦
	立教大学法学部教授

	7   委員
	隅田　憲平
	元東京都議会局長

	8   委員
	中村　晶子
	弁護士、慶應義塾大学法科大学院教授

	9   委員
	中村　輝子
	ジャーナリスト

	10  委員
	前田　雅英
	首都大学東京法科大学院教授

	11  委員
	山田　洋
	一橋大学大学院法学研究科教授

	12  委員
	渡辺　忠嗣
	弁護士、元岐阜地方裁判所長


東京都例規集の収集方法

１、Google等の検索エンジンで、「東京都個人情報の保護に関する条例」と記入し［検索］をクリック

２、東京都公式ホームページ（http://www.metro.tokyo.jp/）から検索

　　　　　

① タイトル下の［検索窓］に、「個人情報保護条例」と記入して、［検索開始］をクリック

② 検索ページ筆頭の、［東京都個人情報の保護に関する条例］を選択しクリック

　　　　　

または、都の例規集全体から調べたい場合は、

① タイトル下の［検索窓］に、「例規集」と記入して、［検索開始］をクリック

② 検索ページの［東京都例規集データベース］を選択しクリック

③［東京都例規集データベース］ページの［ログイン］をクリック

④［東京都例規集］ページの左側、東京都例規集（現行2278件）の総メニューの中から

　　　　　　　　↓

「第１編 総規」　の項頭にある［＋］印をクリックし細メニューを開く

　　　　　　　　↓

「第４章 文書等」　の項頭にある［＋］印をクリックし細メニューを開く

　　　　　　　　↓

「第５節 個人情報等」　の項頭にある［＋］印をクリックし細メニューを開く

　　　　　　　　↓

必要な条例「件名」を開く（7件の関連例規があります）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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